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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況
（1） 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、変化する経営環境へ迅速に対応し、企業価値の最大化を図ることを最
重要課題と考えており、その実現のため経営の透明性や健全性を高め、コーポレ
ート・ガバナンスの強化に取り組むとともに、その基盤となるコンプライアンス
についても積極的に推進する。

具体的には、「企業倫理委員会」、「危機管理委員会」、「個人情報保護推進委員
会」等を通じて、内部統制やリスク管理に対する事項の検討と決定を行うとともに
社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査室が「内部監査規程」に基づき行う内部
監査を通じて、内部監査体制の整備にも努めるものとする。
(運用状況)

各委員会は、適宜、社内への情報発信や啓発活動に努めており、内部監査室は、
計画的な内部監査を実施し、評価を通じた業務の改善も推進しております。

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に対する体制
当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や各取締役

が「職務権限規程」に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を
適正に記録し、「文書管理規程」ならびに「文書保存期間細則」に定められた期間、
厳重に管理および保存する。
(運用状況)

取締役会議事録や社内稟議書をはじめとする記録・文書等については、上記の
規程および細則に基づき、適正な記録と厳重な管理および保存を実施しておりま
す。

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスク管理全体を統括する組織として関係部署の責任者からなる「危機

管理委員会」を設け、リスク管理に関する体制や諸施策を総合的に検討した上で社
長に答申し、最終決定ののち社内対応マニュアルとして各事業所等に備え置き、
周知徹底を図る。

また、有事においては社長を本部長とする「緊急対策本部」の設置により、組織
的に対応するものとし、平時においては各主管部署においてその有するリスクを
洗い出し、これに対する軽減策に取り組むものとする。
(運用状況)
「危機管理委員会」は、課題ごとの情報の収集と更新を行うとともに、社内への

情報発信や啓発活動にあたっております。

（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、毎月１回の定例取締役会に加え必要に応じて臨時取締役会を開催し、

経営上の意思決定の迅速化を図るとともに、社長が議長を務める経営会議を設け
て、取締役会から委譲された権限の範囲内で当社業務の執行および施策の実施等
について審議し、意思決定を行う。
(運用状況)

当社は、「取締役会規程」、「経営会議規程」に基づき、各会議体において十分な
審議と迅速な決議、報告を行い、取締役の職務執行の適正化、効率化を図ってお
ります。
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（5） 従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、今後の企業存続のためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠と認

識しており、「企業倫理規程」に行動基準を定め、企業倫理の確立に努めることと
し、全従業員が高い倫理観を持って、法令や社内規程等を遵守するよう、社内ル
ールの徹底を図るとともに、コンプライアンスに関する社内研修を実施する。

また、従業員が業務を適正かつ適法に遂行できる環境を整備するほか、違法行
為や不法行為の早期発見と未然防止を図るために、内部通報制度(天満屋ストア倫
理ホットライン)を導入し、通報者保護の観点から守秘義務を徹底するとともに、
通報者が不当な扱いを受けることのないよう運用するものとする。
(運用状況)

当社は、「企業倫理規程」の定めに基づき、各種会議体、研修を通じたコンプラ
イアンスの啓発に努めるほか、定期的に社内研修を実施しております。また、内
部通報制度については、制度に関する社内普及を目的とする周知活動を行ってお
ります。

（6） 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営状況の定期的な報告や重

要案件について事前協議を行うなど、企業集団としての経営効率の向上と業務の
適正化に努めるものとする。

また、定期的に開催する当社の重要な会議に子会社の取締役等を招集し、職務
の執行に関する報告を受けるとともに、グループとしての経営状況に関する情報
とコーポレート・ガバナンスの強化やコンプライアンスについての取り組みを共
有するほか、子会社は必要に応じて当社の関係部署との連携を密にし、リスクの
管理や課題解決に努めるものとする。
(運用状況)

当社および子会社は、「関係会社管理規程」に基づく四半期ごとの定期的な会議
のほか、全社会議等を通じて連携を強化しております。

（7） 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従
業員に関する体制
当社は、監査役の職務を補助すべき従業員を他部署との兼務で配置する。

(運用状況)
監査役の職務を補助すべき従業員については、総務部のスタッフが兼務してお

ります。

（8） 前号の従業員の当社の取締役からの独立性および当社監査役の前号従業員に対
する指示の実効性の確保に関する事項
監査役の職務を補助すべき従業員の任命と異動については、事前に常勤監査役

に報告を行い、了承を得るものとする。
また、前号従業員は監査役の指示を尊重し、適切に対応するものとする。

(運用状況)
前号のスタッフについては、社外取締役および社外監査役と社内との連絡や調

整者として有効に機能しております。
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（9） 当社および子会社の取締役や従業員が当社の監査役に報告するための体制その
他当社の監査役への報告に関する体制
監査役は、当社の取締役会のほか社内の主要な会議体にも出席し、重要事項の

報告を受ける体制をとり、社内稟議書やその他業務執行に関する重要な文書を閲
覧し、必要に応じて当社および子会社の取締役や従業員等にその説明を求めるも
のとする。

また、監査役に対して内部監査室は監査の状況に関する重要事項を、企業倫理
委員会は内部通報制度の状況を、さらに、当社および子会社の取締役や従業員等
は、当社および子会社からなる企業集団に著しい影響を及ぼす事実や重要事項を
適宜、適切な方法により報告する。

なお、内部通報制度によるもののほか、内部統制システムに係る監査の実効性
を維持することで、上記報告者が当該報告をしたことを理由として不当な扱いを
受けないことを確保する。
(運用状況)

監査役は、「監査役監査規程」に基づき、監査役への報告体制を監視するととも
に適宜報告を受けております。また、上記の内部通報制度については、会社窓口
を経由するルートと労働組合を経由するルートの複数を設定し、当該制度により
なされた内部通報は、監査役にも報告されるものとしております。なお、通報者
については、秘密を厳守することにより、通報によって不当な扱いを受けること
がないものとしております。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他
の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事
項
当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払等の請求をしたと

きは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに
当該費用または債務を処理する。
(運用状況)

当社は、監査役が外部の専門家の助言を得るなど、職務の執行上必要な場合に
生じる費用は、速やかに処理しております。

（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、社長と相互の意思疎通や情報交換を図るために定期的に会合を持つ

ほか、当社会計監査人からは、会計監査の内容について説明を受けるとともに情
報交換を行うなど、連携強化を図るものとする。
(運用状況)

監査役は、「監査役監査規程」に基づき、社長との定期的な会合や会計監査人と
の連携を強化しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年

３
２

月
月

１
28

日
日

か
ま

ら
で） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,697,500 5,347,750 17,277,250 △77,883 26,244,617

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △161,699 △161,699

親会社株主に帰属する当期純利益 1,350,612 1,350,612

自 己 株 式 の 処 分 6,531 6,531
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,188,913 6,531 1,195,444

当 期 末 残 高 3,697,500 5,347,750 18,466,163 △71,352 27,440,061

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 125,459 △69,891 55,567 38,708 26,338,893

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,400 △164,099

親会社株主に帰属する当期純利益 1,350,612

自 己 株 式 の 処 分 6,531
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 209,472 5,894 215,366 3,066 218,433

当 期 変 動 額 合 計 209,472 5,894 215,366 666 1,411,477

当 期 末 残 高 334,931 △63,996 270,934 39,374 27,750,371

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ５社
（2）連結子会社の名称 株式会社でりかエッセン、株式会社でりか菜、株式会社三好

野本店、株式会社ヒナセショッピングセンター、有限会社
ハピーバラエティ

なお、株式会社ヒナセショッピングセンターにつきましては、株式を取得し子会社化したことに
より、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数

持分法を適用した関連会社はありません。
（2）持分法を適用しない関連会社の名称 株式会社リブ総社、株式会社まちケア

持分法を適用しない理由
関連会社株式会社リブ総社および株式会社まちケアに対する投資については、当期純損益および
利益剰余金等に対する影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用
しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社でりかエッセン、株式会社でりか菜、株式会社三好野本店、有限会社
ハピーバラエティの事業年度の末日と連結決算日は一致しております。株式会社ヒナセショッピン
グセンターの事業年度の末日は、1月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の
計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って
おります。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法

a 有 価 証 券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定)

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
b 棚 卸 資 産

通常の販売目的で保有する棚卸資産 評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性
の低下による簿価切下げの方法)によっております。

商 品 売価還元法による原価法
ただし、生鮮食品は最終仕入原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

a 有形固定資産(リース資産を除く。)
当社および子会社の一部店舗の有形固定資産および1998年４月１日以後に取得した建物(建
物附属設備を除く。)ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物

定額法
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上記以外 定率法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 10〜50年
工具、器具及び備品 ５ 〜10年

b 無形固定資産(リース資産を除く。)および長期前払費用
定額法
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお
ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

c リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある
場合は残価保証額)とする定額法

（3）重要な引当金の計上基準
a 貸 倒 引 当 金 期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

b 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

c 役員株式給付引当金 取締役株式交付規程に基づく取締役(社外取締役を除く。)に対する当社
株式の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の
見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
a 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

b 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌連
結会計年度より費用処理しております。

（5）重要な収益および費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益は、スーパーマーケットを主体とした小売業での商
品販売によるものであり、このような商品の販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識
しております。なお、商品販売のうち、当社グループが代理人に該当すると判断したものについ
ては、顧客が受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識して
おります。
また、小売事業において会員顧客の購入金額に応じたポイントを付与し、将来の商品購入時に利
用できるポイント制度において、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み
等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行っております。
なお、取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１年内に受領しており、重要な金融要素は含
んでおりません。

（6）重要なヘッジ会計の方法
a ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。
b ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の利息

2026年04月20日 13時14分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 7 ―

c ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行って
おり、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

（7）消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。

（8）のれんの償却に関する事項
のれんは、13年間で均等償却しております。

会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損損失）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって翌連
結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
当連結会計年度
有形固定資産 29,760,816千円
無形固定資産 3,037,260千円
減損損失 65,644千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、店舗ごとに資産のグルーピングを行い、営業活動から生ずる損益がマイナスで
ある資産グループや土地の時価の下落が著しい資産グループ等について減損の兆候を把握してお
ります。これらの資産グループに減損の兆候があった場合、翌連結会計年度以降の事業計画に基
づいて将来キャッシュ・フローを見積もり、その割引前将来キャッシュ・フローの総額とその資
産グループの帳簿価額を比較することにより減損損失の認識の判定を行っております。
今後、当社グループの資産の価値が著しく下落した場合や、経営環境の変化等により収益性の低
下した店舗が発生した場合には、新たに減損損失が発生する可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産

担保に供している資産
建 物 1,899,347千円
土 地 1,286,143千円

計 3,185,490千円
上記担保資産に対応する債務の額

短期借入金、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)、支払手形
および設備支払手形 1,089,398千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 45,954,301千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式 11,550,000株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2025 年５ 月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 80,849千円 ７円00銭 2025 年２ 月28日 2025 年５ 月26日

2025 年10月10日
取 締 役 会 普通株式 80,849千円 ７円00銭 2025 年８ 月31日 2025 年11月10日

（注）2025年５月23日定時株主総会決議による「配当金の総額」には、取締役に対する株式交付信託が
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所有する当社株式66,681株に対する配当金466千円が含まれており、2025年10月10日取締役会
決議による「配当金の総額」には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式61,085株に対
する配当金427千円が含まれております。

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当(予定)

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2026 年５ 月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 98,174千円 ８円50銭 2026 年２ 月28日 2026 年５ 月27日

（注）「配当金の総額」には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式61,085株に対する配当金
519千円が含まれております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に
銀行借入によっております。営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しましては、取引先ごとの期日管理や残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に
把握する体制としております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把
握し、リスク軽減に努めております。差入保証金および敷金は、主に出店時に預託したものであり
預託先の信用リスクに晒されておりますが、預託先の信用状況を把握し残高管理を行っておりま
す。営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのすべてが１年内の支払期日であり
ます。短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金およびリース債務は主に設備
投資に係る資金調達であります。借入金のうち、変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されて
おりますが、このうち一部については、支払利息の固定化を図るためにデリバティブ取引(金利スワ
ップ取引)をヘッジ手段として利用しております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動に対する
リスク回避を目的としており、投機的目的での取引は利用しない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等(連結貸借対照表計上額920,900千円)は、「その他有
価証券」には含まれておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券
その他有価証券 656,383 656,383 ―

（2）差入保証金 1,426,947 1,378,009 △48,937
（3）敷金 3,147,513 2,291,789 △855,723

資産計 5,230,844 4,326,183 △904,661
（4）長期借入金(１年内返済予定含む) 1,736,048 1,726,222 △9,825
（5）リース債務(１年内返済予定含む) 517,342 505,464 △11,877

負債計 2,253,390 2,231,687 △21,703
デリバティブ取引 ― ― ―

（注）「現金及び預金」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」については、短
期間で決済されるものであるため時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しており
ます。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品等の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分解しております。
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レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

資産
(1) 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

(2) 差入保証金、(3) 敷金
時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

負債
(4) 長期借入金、(5)リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入またはリース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。
なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金
利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に適
用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体となっ
て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

賃貸等不動産に関する注記
当社は、岡山県その他の地域において、賃貸用の店舗等(土地を含む。)を有しております。当連結会計

年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は88,038千円(賃貸収益は営業収入に、主な賃貸費用
は販売費及び一般管理費に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価は、次のとおり
であります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,180,760 △148,567 2,032,192 1,461,913
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金

額であります。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は売却(134,903千円)、減価償却費(13,664千円)

であります。
３．当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場を反映していると考えられる指標に

基づいて算定した金額であります。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

その他 合計
小売事業 小売周辺事業 計

営業収益
食料品
生活用品
衣料品
その他

45,080,618
844,362

2,193,413
986,432

7,821,142
―
―

15,981

52,901,760
844,362

2,193,413
1,002,414

―
―
―
―

52,901,760
844,362

2,193,413
1,002,414

顧客との契約
から生じる利益 49,104,828 7,837,123 56,941,952 ― 56,941,952

その他の収益 2,298,270 ― 2,298,270 ― 2,298,270
外部顧客への
営業収益 51,403,098 7,837,123 59,240,222 ― 59,240,222

２．収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項
(５)重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当社グループにおいては、契約期間が１年を越える重要な取引がないため、記載を省略しておりま
す。

１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 2,411円98銭
２． １株当たり当期純利益 117円56銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている取締役に対する株式交付信託に残存する当社
株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式数
に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、61,876株であ
り、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、61,085株でありま
す。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年

３
２

月
月

１
28

日
日

か
ま

ら
で） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,697,500 5,347,500 5,347,500 114,511 253,255 12,600,000 2,708,796

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △161,699

当 期 純 利 益 1,341,461

自 己 株 式 の 処 分

別途積立金の積立 1,000,000 △1,000,000

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 1,000,000 179,761

当 期 末 残 高 3,697,500 5,347,500 5,347,500 114,511 253,255 13,600,000 2,888,558

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計利 益 剰 余 金

合 計

当 期 首 残 高 15,676,563 △77,883 24,643,679 124,557 124,557 24,768,237

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △161,699 △161,699 △161,699

当 期 純 利 益 1,341,461 1,341,461 1,341,461

自 己 株 式 の 処 分 6,531 6,531 6,531

別途積立金の積立 ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 208,508 208,508 208,508

当 期 変 動 額 合 計 1,179,761 6,531 1,186,293 208,508 208,508 1,394,802

当 期 末 残 高 16,856,324 △71,352 25,829,972 333,066 333,066 26,163,039

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準および評価方法
（1）子会社株式および関連会社株式 総平均法による原価法
（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準および評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産 評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性の低
下による簿価切下げの方法)によっております。

（1）商 品 売価還元法による原価法
ただし、生鮮食品は最終仕入原価法

（2）貯 蔵 品 最終仕入原価法
３．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産(リース資産を除く。)

一部店舗の有形固定資産および1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)なら
びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物

定額法
上記以外 定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15〜39年
構築物 10〜50年
工具、器具及び備品 ５ 〜10年

（2）無形固定資産(リース資産を除く。)および長期前払費用
定額法
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお
ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある
場合は残価保証額)とする定額法

４．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。
（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
ａ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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ｂ 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌事業年
度より費用処理しております。

（4）役員株式給付引当金 取締役株式交付規程に基づく取締役(社外取締役を除く。)に対する当社株式の
交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計
上しております。

５．重要な収益および費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益は、スーパーマーケットを主体とした小売業での商品販売によ
るものであり、このような商品の販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しておりま
す。なお、商品販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客が受け取る
対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
また、小売事業において会員顧客の購入金額に応じたポイントを付与し、将来の商品購入時に利用
できるポイント制度において、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を
考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行っております。
なお、取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１年内に受領しており、重要な金融要素は含ん
でおりません。

６．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の利息

（3）ヘ ッ ジ 方 針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損損失）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
当事業年度
有形固定資産 28,121,845千円
無形固定資産 2,583,967千円
減損損失 50,363千円
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、店舗ごとに資産のグルーピングを行い、営業活動から生ずる損益がマイナスである資産
グループや土地の時価の下落が著しい資産グループ等について減損の兆候を把握しております。
これらの資産グループに減損の兆候があった場合、翌事業年度以降の事業計画に基づいて将来キ
ャッシュ・フローを見積もり、その割引前将来キャッシュ・フローの総額とその資産グループの
帳簿価額を比較することにより減損損失の認識の判定を行っております。
今後、当社の資産の価値が著しく下落した場合や、経営環境の変化等により収益性の低下した店
舗が発生した場合には、新たに減損損失が発生する可能性があります。

貸借対照表に関する注記
１．担保資産

担保に供している資産
建 物 1,842,116千円
土 地 1,245,760千円

計 3,087,876千円
上記担保資産に対応する債務の額

短期借入金、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。)、支払手形
および設備支払手形 1,017,100千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 43,559,630千円
３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

区分表示されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する金銭債権および金銭債務は、次
のとおりであります。

短期金銭債権 113,869千円
短期金銭債務 104,256千円
長期金銭債務 9,672千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 1,161千円
営業収入 84,755千円
仕入高 645,792千円
販売費及び一般管理費 323,192千円

営業取引以外の取引による取引高 108,886千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式 61,135株
（注）当事業年度末の自己株式数には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式61,085株が

含まれております。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 32,040千円
未払事業税 65,663千円
貸倒引当金 3,777千円
退職給付引当金 283,167千円
役員株式給付引当金 18,717千円
減損損失 747,542千円
資産除去債務 181,490千円
土地 72,024千円
その他 65,925千円
繰延税金資産小計 1,470,348千円
評価性引当額 △586,386千円
繰延税金資産合計 883,961千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △114,208千円
その他有価証券評価差額金 △152,170千円
資産除去債務に対応する除去費用 △90,567千円
繰延税金負債合計 △356,947千円
繰延税金資産純額 527,014千円

リースにより使用する固定資産に関する注記
ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
１．リース資産の内容

有形固定資産
主として、店舗用設備等(工具、器具及び備品)であります。

２．リース資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある場合は残価保証額)とする定額法によっ
ております。

関連当事者との取引に関する注記
１．親会社および法人主要株主等

（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

又は氏名
所在地 資本金又

は出資金
事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

法人主要
株 主

㈱天満屋 岡山市
北 区

100,000 百貨店 被所有
直接
12.77%

商品券等発行
回 収 業 務 受
託、 敷 金 預
り、役員の兼
任

商品券等発行受託
商品券等回収受託
みのり会券等回収受託
受 入 手 数 料
支 払 手 数 料

−

336,292
754,658
645,047
16,814
69,985

−

−
立 替 金

−
−
−

長期預り敷金

−
121,457

−
−
−

376,320

（注）上記金額のうち、立替金の期末残高は消費税等を含み、その他は消費税等を含んでおりません。

取引条件および取引条件の決定方針等
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商品券等発行回収業務受託の取引および敷金預りは、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で
行っております。

２．子会社および関連会社等
（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

又は氏名
所在地 資本金又

は出資金
事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱でりか
エッセン

岡山市
北 区

10,000 飲食事業、
高 速 道 路
サ ー ビ ス
エ リ ア の
運 営 事 業

所有
直接
100.00%

資金の借入、
役員の兼任

支 払 利 息
資 金 の 借 入

資 金 の 返 済

1,698
291,000

241,000

−
関 係 会 社
短期借入金

−

−
369,000

−

子会社 ㈱でりか菜 岡山県
倉敷市

10,000 惣 菜 等 調
理 食 品 の
製 造 販 売
業

所有
直接
97.00%

資金の借入、
役員の兼任

支 払 利 息
資 金 の 借 入

資 金 の 返 済

4,192
3,010,000

3,000,000

−
関 係 会 社
短期借入金

−

−
1,020,000

−
子会社 ㈱三好野

本 店
岡山市
中 区

100,000 駅 弁 お よ
び 惣 菜 等
の 製 造 販
売 業

所有
直接
100.00%

資金の貸付、
役員の兼任

受 取 利 息
資 金 の 貸 付

資 金 の 回 収

3,137
146,000

187,000

−
関 係 会 社
短期貸付金

−

−
549,000

−

取引条件および取引条件の決定方針等
借入および貸付金利は市場金利を勘案して決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,277円25銭
２．１株当たり当期純利益 116円76銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている取締役に対する株式交付信託に残存する当社
株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式数
に含めております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、61,876株であ
り、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、61,085株でありま
す。
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